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『与党三党平成１３年度税制改正大綱』  
相続・贈与関係  

 

 企業組織再編税制やＮＰＯ法人税制、税理士法の改正を盛り込んだ平成

１３年度与党三党の税制改正大綱が、昨年の暮れに明らかにされた。その

中で相続・贈与関係を取り上げてみた。 

◎贈与税の基礎控除額の引上げ 
 毎年、検討事項に取り上げられている相続税率の引下げは見送られたも

のの、贈与税については基礎控除額がこれまでの６０万円から１１０万円

に引上げられる。 
 相続対策の基本は贈与だが、１５０万円までは贈与税率が１０％で済む

事から、これまで年間２１０万円程度と言われた贈与プランも２６０万円

にアップする。贈与税は１５万円程度で済む事になる。 

◎相続税の小規模宅地等の評価減特例 
 小規模宅地等の評価減特例については一昨年の改正に引き続き、特定事

業用宅地等・特定同族会社事業用宅地等・国営事業用宅地等の適用対象面

積が３３０㎡から４００㎡まで一気に緩和される。また特定居住用宅地等

についても、その適用対象面積が２００㎡から２４０㎡まで拡充される。 
 なお、これらの宅地等やその他の特例適用対象宅地等のうちいずれか２

以上の宅地等を選択する場合は、適用対象面積の調整を行う必要があり、

留意が必要である。 

◎国等に財産を寄附した場合の相続税の非課税の特例 
 相続遺贈等によって財産を取得した者が申告期限までに国等に寄附した

場合には、その財産は相続税の課税価格に算入しないのであるが、その国

等に認定ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）が追加された。 


